【2アップ両面A3（1枚）で印刷してください】（印刷時は先コメント削除願います）

　　年　　月　　日
　沖縄県宮古島市伊良部字佐和田１７２７番地
　下地島エアポートマネジメント株式会社　御中

（所在地）
（会社名）
（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　印
秘密保持に関する確約書
【会社名】　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という）は、 みやこ下地島空港ターミナル飲食店舗運営委託業務（以下「本件」という）を検討するにあたり、 下地島エアポートマネジメント株式会社（以下「乙」という）から開示される情報の秘密保持に関し、以下に定める条項を遵守することとし、本確約書を差し入れます。
（定義）

第１条　本確約書でいう秘密情報とは、有形、無形の別を問わず甲が本件に関して、乙又は乙の関係会社から開示を受け、またはその入手方法に拘わらず甲およびその関係者が知り得た全ての情報、資料等（本件を検討する事実及び本確約書差し入れ前に開示を受け又は入手した情報を含む。）をいう。但し、次の各号に該当するものを除く。

1 乙から開示され又は入手した時点で、既に公知となっているもの

2 乙から開示され又は入手した後、甲の責に帰すべき事由によらず公知となったもの

3 乙から開示され又は入手した時点で、既に合法的に甲が保有していたもの

4 乙から開示され又は入手した後、秘密情報を利用することなく甲が独自に合法的に開発、取得したもの

5 乙から開示され又は入手した後、乙に対して守秘義務を負わず、且つ甲に開示する正当な権限を有する第三者から守秘義務を負うことなく合法的に入手したもの

（秘密保持）

第２条　甲は、本件を検討する目的のためにのみ秘密情報を使用するものとし、乙の同意なく秘密情報を複製・加工できない。
２．甲は、乙の書面による事前の同意なしに、第三者に秘密情報を開示または漏洩してはならない。但し次の各号に該当する場合を除く。

①本件の検討業務に従事する甲の役員または従業員に開示する場合

②本件を検討するにあたり、自らと委任関係にある弁護士、公認会計士等法令上守秘義務を負う外部の専門家に、取引慣行に照らして合理的に必要と判断した結果開示する場合

３．甲は、前項により乙の同意を得て情報を開示した第三者に対して、本確約書と同等の秘密保持義務を負わせなければならない。

４．甲は、秘密情報が第三者に知られ、または第三者に使用されることのないように、善良な管理者の注意をもって必要な措置を講じなければならない。
（個人情報の取り扱い）

第３条　第１条本文の規定に基づき甲に提供又は開示された情報、資料等に個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）に規定される個人情報（以下「個人情報」という。）が含まれる場合、同条但書の規定に拘わらず、当該個人情報は秘密情報とみなす。

２．甲は、前項の個人情報について、個人情報保護法および同法に関するガイドライン等に則り、必要かつ適切な措置を講じなければならない。
３．甲は、個人情報の取扱いに係る責任者を定め、本確約書提出後速やかに、乙に対して、かかる責任者の氏名、役職及び連絡先等を通知しなければならない。

４．乙は、甲による第2項に定める措置が十分に講じられていないと認めた場合、甲に対し改善を請求することができる。
（公的機関等への情報開示）

第４条　甲は、第２条に拘わらず、法令等に基づき開示義務を負っている場合、または官公庁・裁判所等の公的機関から正当な権限に基づき開示を求められた場合、秘密情報を開示することができる。

２．甲は、前項により秘密情報を開示する場合、開示する範囲を必要な限度に止めなければならない。

３．甲は、第１項により秘密情報を開示した場合、直ちに乙にその旨を通知しなければならない。

（報告・監査）

第５条　甲は、秘密情報の漏洩を知った場合、またはそのおそれが生じた場合には、直ちに乙に報告し、漏洩の予防若しくは拡大防止措置をとらなければならない。

２．乙は、本確約書の遵守状況について甲に報告を求め、且つ甲の事務所へ立ち入り本確約書の遵守状況について監査できるものとし、甲はこれを承諾する。
（秘密情報の返還）

第６条　甲は、本確約書が失効した場合、または乙から秘密情報の返還を求められた場合、直ちに秘密情報（その複製物を含む）を乙に返還し、或いは乙の承諾を得てこれを廃棄または消去しなければならない。

（違反）

第７条　乙は、甲が本確約書に定める事項に違反し、または違反するおそれがある場合には、甲に対し、当該違反行為の差止めを請求することができる。
２．乙は、甲が本確約書に定める事項に違反した場合には、甲に対し、当該違反行為により被った損害の賠償を請求することができる。

　　３．第２条２項により甲から開示を受けた者が同条３項の守秘義務に違反した場合、乙は、これにより被った損害の賠償を甲に請求することができるものとする。

（有効期間）

第８条　本確約書は本確約書差し入れの日から効力を生ずるものとし、甲が本件検討を終了した日から２年間が経過する日まで効力を有するものとする。
　　　　

（準拠法、裁判管轄）

第９条　本確約書の準拠法は日本法とし、本確約書に関して紛争が生じた場合は那覇地方裁判所を訴訟および調停の専属的管轄裁判所とするものとする。

（協議事項）

第１０条　本確約書に定めなき事項および解釈に疑義の生じた事項については、甲乙双方誠意をもって協議解決する。
以　上

